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急性期災害医療体制整備の政策過程 ：

DMAT 創設を事例に

玉井亮子

（京都府立大学公共政策学部准教授）

【要約】

本稿では、「災害派遣医療チーム（DMAT：Disaster Medical 

Assistance Team‐以下、DMAT と記載）」のうち、「日本 DMAT」

創設を事例とし、現代日本における災害医療体制の整備状況を検討

する。はじめに、DMAT の制度を概観する。次に、DMAT 創設の

過程を追う。そこから、DMAT 創設に時間を要した要因とともに、

DMAT 創設に至った要因を探る。一連の検討では、修正ゴミ缶モ

デルを用いながら、DMAT 創設の過程分析を試みる。その際、専

門家集団の活動と、統治機構改革の効果に、注目する。すなわち、

政治家が DMAT に関する事案に関心を持つ以前から、DMAT、広

域医療搬送に関する政策案は別々に、厚生労働省内研究会で議論さ

れていた。専門家集団による政策アイディアの蓄積と、その政策ア

イディアが現実の政策に結び付く様相が示される。また、首相の補

佐体制強化を目的とした制度改革の効果が発揮されたことを示す。

省庁間での調整が難しいことから実現しなかった案でも、政策運営

上、首相が必要と判断した場合、統治機構改革によって誕生した制

度を通じて、政策が実現する様相を描く。
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一　はじめに

1995 年 1 月の阪神・淡路大震災での死者、行方不明者は 6,425

名とされ、そのうち、平常時の救急医療レベルの医療が提供され

ていれば助かった命、すなわち「避けられた災害死 (preventable 

deaths)」は約 500 名ともいわれる 1。災害医療専門の医療チームを

整備し、発災後、即座に被災地に赴けば、救える命があった。その

後、複数の災害を経て、厚生労働省によって整備されたのが、「災

害派遣医療チーム（DMAT：Disaster Medical Assistance Team‐

以下、DMAT と記載）」である。厚生労働省医政局指導課長通知

「日本 DMAT 活動要領」によると、DMAT とは、「大地震及び航

空機・列車事故等の災害時に被災者の生命を守るため、被災地に迅

速に駆けつけ、救急治療を行うため、厚生労働省の認めた専門的な

研修・訓練を受けた災害派遣医療チーム」とあり、災害急性期とさ

れる「災害発生直後の概ね 48 時間以内に活動を開始でき、機動性

を持つ医療チーム」とされる。

日本版 DMAT の検討段階では、アメリカ版 DMAT とともに、台

湾版 DMAT の制度概要についても、厚生労働省研究事業研究会で

紹介されている 2。先の両国と比較すると日本版 DMAT は、出動の

早期化が重視され、1 チームは医師 1 名、看護師 2 名、業務調整員

1 名、の 4 名で組まれており、少人数の隊である。災害発生時は全

国横断的な調整の下、都道府県単位の隊となり被災地に派遣されて

おり、DMAT は今や災害対応には欠かせない存在となっている。

1 「DMAT とは」厚生労働省 DMAT 事務局、http://www.dmat.jp/dmat/dmat.html。
2 辺見弘「日本における災害時派遣医療チーム（DMAT）の標準化に関する研究最

終報告書」『平成 13 年度厚生科学特別研究報告書』（2002 年）、3～4 ページ。
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しかし、その設置には、時間を要した。1995 年の阪神・淡路大震

災を経て、災害発生直後の現場での医療活動の必要性が認識されな

がらも、厚生労働省による DMAT 隊員養成研修コースの設置は、

2005 年 3 月である。本稿では、急性期災害医療体制整備のなかで、

その必要性が認識されながらも DMAT 創設に時間を要した理由と

ともに、DMAT 創設が叶った要因を探る。これが、本稿の問いと

なる。

本稿は DMAT 創設に関する政策過程の特徴を、修正ゴミ缶モデ

ルに依拠しながら検討する。その際、以下 2 つの視点を示しなが

ら、上記の問いを検討する。1 つ目の視点は、DMAT 創設に際し

て、災害医療を専門とする医師といった専門家集団の活動がみられ

る点である。その政策過程を通じて、専門家集団による政策アイデ

ィアの蓄積と、その政策アイディアが現実の政策に結び付く様相を

観察する。

2 つ目の視点とは、DMAT 創設に至る背景には、内閣府と中央防

災会議の設置が重要であったという点である。1990 年代の政治改

革、内閣機能強化を中心とした行政改革などの統治機構改革の効果

を扱った研究があり 3、本稿もその系譜に連なるものである。ただし

従来の研究では、経済財政諮問会議といった重要政策会議を使っ

て、首相が自らの進めたい政策を実現するといった点が注目されて

きた。しかし本稿では、首相の関心が特に強くないが、政策運営

上、首相が必要と判断した政策については、以前はいわゆる省庁割

拠体制のために実現しなかった案であっても、統治機構改革によっ

て誕生した上記の 2 つの制度を通じて、実現していく様相を示す。

3 竹中治賢『首相支配』（中央公論新社、2006 年）。上川龍之進『小泉改革の政治

学：小泉純一郎は本当に「強い首相」だったのか』（東洋経済新報社、2010年）。
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以下、第 2 章では DMAT の制度とともに、分析の視角である「修

正ゴミ缶モデル」を概観する。第 3 章では、DMAT の前身である

災害医療チーム「医療救護班」が設けられながらも、DMAT 創設

の必要性が認識されていく過程を記す。第 4 章では、時間はかかっ

たが DMAT 創設が叶った要因について、上記 2 つの視点を踏まえ

ながら検討する。

二　DMAT の概要、 分析の視角

1　DMAT とは

急性期災害医療体制は、災害拠点病院、広域医療搬送計画、広

域災害・救急医療情報システム（Emergency Medical Information 

System：以下、EMIS と表記）、そして本稿が主に取り上げる

DMAT、の 4つの柱から構成される 4。「表 1」にあるように災害医療

の現場では、複数の医療チームが活動しており、そのなかの一つで

ある DMAT は、「急性期」とされる発災から 48 時間以内に被災地

に入り、災害医療活動を担う隊である。

表 1　主な医療救護班の種別と派遣元機関
種別 派遣元機関

DMAT（Disaster Medical Assistance Team） 厚生労働省（DMAT事務局）

DPAT（Disaster Psychiatric Assistance Team） 厚生労働省（DPAT 事務局）

救護班 日本赤十字社

JMAT（Japan Medical Association Team） 日本医師会

4 小井土雄一・近藤久禎・市原正行・小早川義貴・辺見弘「東日本大震災における

DMAT 活動と今後の研究の方向性」『保健医療科学』60 巻 6 号（2011 年）、495
ページ。
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種別 派遣元機関

AMAT（All Japan Hospital Association Medical 
Assistance Team）

全日本病院協会

歯科医療班 日本歯科医師会

薬剤師班 日本薬剤師会

看護班 日本看護協会

（出典）�以下の資料を基に筆者作成。大阪府『第 7 次大阪府医療計画（2018 年度～2023 年度）』

2018 年、205 ページ、http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/2502/00281086/7keikakuz
entai%20kizonbyousyousyusei.pdf。

また災害医療は、活動するフェーズに合わせて、担う役割が異な

る複数のチームから構成され、実施される（図 1）。72 時間経過後

を指す「亜急性期」に主に活動する医療救護班等の隊に、医療活動

を引き継ぐのも、DMAT の重要な役割の一つである。

図 1　医療救護班の連携体制

（出典）�以下の資料を基に、筆者作成。DPAT 事務局「DPAT」、https://www.dpat.jp/images/
dpat_documents/1.pdf。

研修実施主体によって、DMAT は 2 つに分類できる。一つ目は

本稿で扱う、いわゆる「日本 DMAT」である。日本 DMAT は、厚

生労働省主催あるいは厚生労働省から委託を受けた機関が実施す

 

フェーズ/
機能

発災～48時間 ～1週間程度 ～1か月程度 ～3か月程度 3か月程度～

救急/
一般医療

精神医療

保健
公衆衛生

被災地域の保健所、 精神保健福祉センター

DMAT             医療救護班（救護班・JMAT等） 被災地域の医療機関

先遣隊 DPAT 被災地域の精神医療機関

連携 連
携

連携 つなぎ

他県保健所、 日赤など
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る研修、訓練を受講し、認定・修了した者から編成される隊であ

る。これらの隊は日本 DMAT と “ 呼ばれる ” が、日本 DMAT とい

う隊は存在せず、DMAT は都道府県単位で運用されている。つま

り DMAT は、国が指揮監督権を有する派遣部隊ではなく、国、都

道府県、医療機関の協力関係の下、運用されている医療チームであ

る。「平成 24 年 3 月 21 日医政発 0321 号第 2 号厚生労働省医政局

長通知」において、災害拠点病院の指定要件として、DMAT を保

有し、その派遣体制があること、といった項目が加えられているこ

とから、平時隊員の多くは災害拠点病院である DMAT 指定医療機

関で働いている。都道府県は公立病院だけでなく、民間病院とも協

定を締結し、DMAT 隊員の所在を把握している。これに対して、

いわゆる「自治体 DMAT」と呼ばれる隊があり、これは各都道府

県が企画、実施する研修、訓練を受講し、認定修了した者たちで編

成される隊である。本稿では特段の断りがない限り、いわゆる日本

DMAT を検討対象とし、「DMAT」という単語は日本 DMAT を指

すこととする。また大友の整理によると、DMAT の任務とは、「被

災地域内での医療情報収集と伝達」、「被災地域内でのトリアー

ジ」、「応急治療、搬送」、「被災地域内の医療機関、特に災害拠

点病院の支援・強化」、「域内搬送支援」、「広域搬送拠点医療施

設（Staging Care Unit：以下、SCU と記載）における医療支援」、

「広域航空搬送におけるヘリコプターや固定翼機の搭乗医療チー

ム」、「災害現場でのメディカルコントロール」、「関係機関（県

庁、現地対策本部、消防）との連携、調整」とされる 5。

5 大友康弘「DMAT（災害派遣医療チーム）とは」益子邦洋、石原晋（監修）、大

友康裕（編集）『DMAT（プレホスピタル MOOK シリーズ）』（永井書店、2009
年）、9 ページ。

$1424.indd   113 2021/6/18   上午 09:30:37



問題と研究� 第 50 巻 2 号

－114－

災害医療の定義、DMAT の活動内容、DMAT 活動事例の紹介の

ように 6、DMATも含め、災害時の医療救護体制に関する研究は、活

動内容の紹介、活動の検証といった論稿が多数存在している。つま

り医療救護班が実際に現地に赴き、被災地で活動した内容を記した

もの、その活動内容の検証に関する論考である。例えば急性期後の

亜急性期、慢性期の災害医療を担う JMAT の活動については、災害

医療体制の紹介とともに、東日本大震災時に出動した JMAT の活動

紹介、課題等が記されている 7。また、同じく東日本大震災時の日本

赤十字社による救護班については、現地での活動の説明及びその活

動の検証がなされている 8。太田は「本来、災害医学の研究は、経験

すなわち Lesson を重視するスタイルを基本 9」とし、「大切な要素

は関係する医療者ができるだけ多く参照されること 10」と述べる。

発災現場で実際に医療活動を実施するにあたって、医療従事者とし

て役立つ知識を身に付けることが重視されることから、災害医療は

実践的な知識の蓄積が重視される分野だといえる。

DMAT 創設に携わった災害医療を専門とする医師の大友をはじ

め、災害医療専門家による DMAT 整備の概略とその意義、その制

6 日本集団災害医学会（監修）、日本集団災害医学会 　DMAT 改訂版編集委員会

（編）『改訂第 2 版 DMAT 標準テキスト』（へるす出版、2015 年）。
7 日本医師会総合政策研究機構『東日本大震災における JMAT 活動を中心とした医

師会の役割と今後の課題について』（日本医師会総合政策研究機構、2012 年）、

https://www.jmari.med.or.jp/download/WP254.pdf。
8 難波裕子「東日本大震災での救護活動と救護員の養成�:�初動救護班看護師として

の活動を通して」『日本赤十字豊田看護大学紀要』10 巻 1 号（2015 年）、51～61
ページ。

9 太田宗夫（編）『災害医療：救急医・救急看護師・救急救命士のための災害マニュ

アル』（メディカ出版、2007 年）、3 ページ。
10 同上、3 ページ。
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度紹介は先行研究で行われている 11。しかしながら DMAT 整備過程

を含めた災害医療体制整備に関して、政治学的視点から政策過程を

扱った論考は、管見の限り見つからない。被災地で活動するのは、

医療従事者のみではない。自治体職員、消防職員といった地方公務

員については、被災地での活動内容の紹介、検証に留まらず、制度

構築の過程といった政治学的視点からの研究の蓄積がある 12。災害

現場で活動する複数の職種について、その活動だけでなく、制度構

築の過程も含めて比較できるようになれば、例えば実務上の課題が

何に起因するのかといった課題に対して、より幅広い分析を可能と

するだろう。本稿を、その知見への貢献と位置付けたい。

2　分析の視角

DMAT 整備を扱う主たる官庁は、厚生労働省である。厚生労働

省特有の政策過程のパターンが存在することを前提とするならば、

本稿では、厚生労働省の政策過程の特徴を記した佐藤による研究を

参照しつつ 13、DMAT 創設に関する政策形成過程の特徴を明らかに

することを試みる。佐藤は 3 つの事例研究を踏まえ、修正ゴミ缶

モデルから厚生労働省の政策過程の特徴を示している。修正ゴミ

缶モデルとは、キングダン（John. W. Kingdon）によって提唱さ

れたアジェンダ設定と選択肢が特定化される点に注目したモデルで

11 益子邦洋、石原晋（監修）、大友康裕（編集）『DMAT（プレホスピタル MOOK
シリーズ）』（永井書店、2009 年）。

12 例えば以下の文献。稲継裕昭（編著）『東日本大震災大規模調査から読み解く災害

対応―自治体の体制・職員の行動』（第一法規、2018 年）。永田尚三『消防の

広域再編の研究―広域行政と消防行政』（武蔵野大学出版会、2009 年）。
13 佐藤満『厚生労働省の政策過程分析』（慈学社、2014 年）。
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ある 14。そこでは政策過程において、「問題の流れ」、「政策案の

流れ」、「政治の流れ」の 3 つの流れが独立して存在するが、何か

をきっかけとして 3 つが 1 つに結合すると、政府内で検討すべき争

点として政府アジェンダ内での優先順位が上がり、決定アジェンダ

に含まれ、政策決定へと結びつくといった過程を描いている。この

「3 つの流れ」を各々、見てみると、「問題の流れ」とは、政府内

部やその周辺にいる者たちが、「検討すべき論点である」と認識す

る過程を指す。災害、事件、事故といった人びとの興味関心を呼び

起こすような出来事、指標の変化、危機、シンボル的な事象等によ

って、ある論点が人びとの注目を集める場合、それについて政府に

対応が求められるといった状況を指す。「政策案の流れ」とは、複

数ある政策アイディアのなかから、より具体的な政策の案へと特定

化されるといった、政策として洗練されていく状況を指す。この

「政策案の流れ」においては、政策アイディアは問題とは別に存在

すると考えられており、政策と問題とが結びつくと、政策案として

採用される可能性が高まるとされる。「政策案の流れ」に関連して

時に活発に活動するのが、特定の政策アイディアに通じている専門

家集団である「政策起業家」と呼ばれる者たちである。政策起業家

たちは、自らの持つ専門知識としての政策アイディアを普段から蓄

積しており、それを実際の政策に反映すべく、政策決定に携わる者

たちに説得活動を展開する。彼らは、自分たちの持つ政策アイディ

アと政治の流れとを結びつけることを試みる。そして「政治の流

14 Kingdon, John, Agendas, Alternatives, and Public Policies, with an Epilogue on 
Health Care: Pearson New International Edition (Essex: Pearson, 2014),p.196.�訳
語については以下を参照した。ジョン・キングダン（著）、笠京子（訳）『アジ

ェンダ・選択肢・公共政策―政策はどのように決まるのか』（勁草書房、2017
年）。
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れ」とは、政策決定に携わる者たちに影響を与える政治的要因を指

す。国民全体の雰囲気、利益集団の活動、選挙やその結果に伴う党

派分布の変化、政治エリートたちの行動、首相の交代といった重要

人物、政権の交代、といったものを指す。最終的に、問題、政策

案、政治の 3 つの流れが合流し、決定へと至るとする 15。

本稿では、修正ゴミ缶モデルを用い、先述の「2 つの視点」にも

注目しながら、「問題の流れ」、「政策案の流れ」、「政治の流

れ」の 3 つの流れを捉えつつ、DMAT 創設に関する政策過程の特

徴を記すことを試みる。3 つの流れが合流し、政策決定の好機が訪

れたとき、どのような制度が、政策決定へと導いたのか、といった

点にも言及し、政策決定の特徴も併せて示す。

三　DMAT 創設の過程

1　阪神 ・ 淡路大震災と災害医療体制の構築

戦間期、急性期の災害医療とは、救急医療と共に戦陣医学の一

部と認識されていた。戦後、災害医療に関する知識、情報は、救急

医療集団、日本赤十字、自衛隊といった各組織で、個別に蓄積され

ていったものの、社会で広く共有されることはなかった 16。発災初

期の組織的な医療・救護体制整備の必要性が認識されるきっかけと

は、阪神・淡路大震災と、そこで起こった「避けられた災害死」の

15 Kingdon, John, Agendas, Alternatives, and Public Policies, pp.125～260.�修正ゴ

ミ缶モデルの解説については、以下の文献を参照した。秋吉貴雄・伊藤修一郎・

北山俊哉『公共政策学の基礎（新版）』（有斐閣、2015 年）、58～64 ページ。
16 高橋章子「これからの災害医療と医療従事者：活動に対しての心構え」太田宗夫

（編）『災害医療：救急医・救急看護師・救急救命士のための災害マニュアル』（メ

ディカ出版、2007 年）、250 ページ。
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存在だったのである 17。

阪神・淡路大震災を経て、災害医療体制の再構築が、中央政府レ

ベルで検討された 18。1996 年 5 月、各都道府県知事・政令市長特別

区長あてに、「広域災害・救急医療情報システムの整備」と「災害

拠点病院の整備」を含む厚生省健康政策局長通知「災害時における

初期救急医療体制の充実強化について」（平成 8 年 5 月 10 日健政

発第 451 号）が出された。これに基づき EMIS が、都道府県単位で

全国に整備されていった。また災害対策基本法の改正により、都道

府県知事は、災害時の救命救急、患者の受け入れ、広域医療搬送等

を担う災害拠点病院を指定した。自治体レベルでの EMIS、災害拠

点病院の整備を通じて、全国的な災害医療体制が構築されていった

のである。

先の厚生省健康政策局長通知のなかで、災害拠点病院の指定要件

が「別紙」に示されている。そのなかの一つに「災害発生時におけ

る消防機関（緊急消防援助隊）と連携した医療救護班の派遣体制が

あること」とある 19。そこには、いわゆる自己完結型の医療救護チ

ームの設置が含まれ、このチームこそ、DMAT の前身である「医

療救護班」であった。

当初は、全国への EMIS、災害拠点病院「設置」を優先したた

め、災害拠点病院の「機能」については 2004 年当時、「数こそそ

17 「DMAT とは」、前掲資料。
18 山本保博「災害医学と災害医療」厚生省健康政策局指導課（監修）『21 世紀の災

害医療体制―災害にそなえる医療のあり方』（へるす出版、1996 年）、2 ペー

ジ。
19 「災害拠点病院の指定について�平成 9 年 1 月 16 日付」厚生省健康政策局指導課報

道発表資料、1997 年 1 月 16 日、https://www.mhlw.go.jp/www1/houdou/0901/
h0116-3.html。
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ろったものの、質はまだまだ 20」と評されるなど、能力不足は否め

ず、医療救護班の状況もそれと同様であった。また医療救護班は、

発災後、24～48 時間程度で被災地への到着が予定され、亜急性期

に活動する隊として設けられたものだった。医療救護班は当時、医

療救護所といった被災地の仮設診療所での活動や巡回診療、病院の

支援が目的とされた隊であったことから、災害「現場」での救急活

動を担う隊の整備を求める声が挙がっていた 21。

「救命の点から医療救護班は問題がある」として、DMAT 整備

の必要性を訴えたのは、救急医学、災害医療に関心の高い医師たち

であった。省内の研究会という形で、DMAT 整備に関する研究は

蓄積されていくのだが、そのきっかけとなったのが、全国から救急

医を中心として医療従事者が開催地に招集されて行われた、2000

年 7 月の「九州・沖縄サミット」であった。危機管理体制検証の一

環として医療体制が注目され、旧・厚生省研究会として、救急医療

関係者らによる研究会が 1999 年に立ち上げられた 22。この研究会報

告を受け、厚生省は 2000 年 7 月、前川和彦・前東京大学医学部救

急医学教授を座長とする「災害医療体制のあり方に関する検討会」

を設置する。同研究会報告書において「発災直後の急性期の災害医

20 「現場で救え、医師出動 　日本版 DMAT、進む体制作り（防災力）」『朝日新聞』

2004 年 2 月 25 日（朝刊）、15 面。
21 辺見弘・大友康裕・本間正人・井上潤一「災害派遣医療チーム� DMAT（Disaster 

Medical Assistance Team）（特集�大規模災害に対する自治体の取り組み）」『救

急医療ジャーナル』12 巻 5 号（2004 年）、21�ページ。
22 真栄城優夫「沖縄サミットにおける地域の危機管理体制のあり方総括研究報告

書」『平成 11 年度 　厚生科学特別研究事業報告書』（1999 年）、6～13 ページ。

水谷悠「『東京 DMAT』創設、石原元都知事が突破口―大友康裕・東京医科

歯科大学救急災害医学分野教授に聞く Vol.1」『m3.com』2019 年 2 月 22 日、

https://www.m3.com/open/iryoIshin/article/657516/。
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療体制の強化 23」に関する提言の一つとして、「日本版DMAT構想」

が記された。報告書上ではあるが、これが中央省庁レベルで初め

て、DMAT 整備の必要性に言及した文書となった。

その後も DMAT について、厚生労働省の研究会レベルで検討が

重ねられた 24。しかし厚生労働省担当者が研究会委員であった災害

医療専門の医師である大友に「研究はやってもらっていいけれど

も、DMAT を作ろうと思っては困る 25」と述べるなど、2000 年代当

初、厚生労働省は災害医療専門のチーム創設実現には消極的であっ

た。その背景には、厚生労働省としては災害拠点病院と、それに付

随する医療救護班の整備を進めていたことがあった。また自治体レ

ベルには、地域医師会、都道府県、市町村との調整の下、地域独自

の「医療班」が災害時には編成され、活動してきた経過があった。

大友が学会で DMAT 創設を訴えた際に、日本医師会の理事から「気

持ちは分からんわけではないけども、そんなことは無駄ですよ 26」

との発言を受けたといい、日本医師会もまた、DMAT 創設には後

ろ向きであった。

2　東海地震に関する検討

2001 年 1 月、内閣府に設置された中央防災会議は、大規模地震

23 災害医療体制のあり方に関する検討会�『災害医療体制のあり方に関する検討会報

告書』（2001 年）、1 ページ。
24 辺見弘「日本における災害時派遣医療チーム（DMAT）の標準化に関する研究最

終報告書」前掲資料。辺見弘「日本における災害拠点病院と災害時派遣医療チ

ーム（DMAT）のあり方に関わる研究報告書」『平成 15 年度厚生労働科学研究』

（2004 年）。
25 水谷悠「『東京 DMAT』創設、石原元都知事が突破口―大友康裕・東京医科歯

科大学救急災害医学分野教授に聞く Vol.1」前掲資料。
26 同上。
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対策特別措置法による地震防災対策強化地域の指定の見直しを決定

した。これを受け、東南海、南海地震に関する新たな被害想定とそ

の対応策が検討された。また中央防災会議での総理指示事項に、発

生の切迫性が高いとされる東海地震に備え、学術的視点を反映した

地震対策の充実強化が含まれたことを機に、2001 年 3 月、「東海

地震に関する専門調査会」が設置された。そこで約 20 年ぶりに想

定震源域が見直され、震度分布、震度予測、津波の高さ等、新たな

数値が示された 27。この結果を受け、地震対策強化地域等が再検討

されることとなり、2002 年 3 月、「東海地震対策専門調査会」が

設置された。同調査会は同年 8 月、建物被害、人的被害といった被

害想定を報告し、2003 年 3 月に建物倒壊、死者、経済損失につい

て検討結果を公表した。そこには医療機能支障として、医師不足の

人数や必要となる医療救護班数も記されていた 28。

中央防災会議は、2003 年 5 月に「東海地震対策大綱」、同年 12

月には「東海地震応急対策活動要領」を策定した。この活動要領に

基づき、広域医療搬送に関する項目も含めた計画案策定が進められ

た。計画案策定が進められた背景には、後述の 2003 年 8 月の災害

応急対策関係閣僚意見交換会での「内閣総理大臣指示事項」が関係

する。この指示事項を受けて内閣府は、関係省庁と連携して「広域

27 「東海地震に関する専門調査会議：東海地震に関する専門調査会（第 11 回）平成

13 年 12 月 11 日」中央防災会議、2001 年 12 月 11 日、http://www.bousai.go.jp/
jishin/tokai/senmon/11/index.html。

28 「東海地震に係る被害想定の検討状況について（地震の揺れ等による建物被害、人

的被害等）（平成 14 年 8 月 29 日）」東海地震対策専門調査会、2002 年 8 月 29
日、http://www.bousai.go.jp/jishin/tokai/taisakusenmon/soutei/pdf/siryou.pdf。
「東海地震対策専門調査会（第 7 回）資料 1：東海地震に係る被害想定の検討結

果について（平成 15 年 3 月 3 日）」東海地震対策専門調査会、2003 年 3 月 3 日、

http://www.bousai.go.jp/jishin/tokai/taisakusenmon/7/pdf/siryou1.pdf。

$1424.indd   121 2021/6/18   上午 09:30:39



問題と研究� 第 50 巻 2 号

－122－

緊急医療 WG 会議」を設置し、そこでの検討を進め、「厚生労働

省が検討すべき課題」として「東海地震を想定した広域医療搬送」

を挙げた。そこで厚生労働省は急遽、DMAT を研究する厚生労働

省研究会メンバーであった大友に声をかけて研究会を立ち上げ、東

海地震をモデルとして、広域搬送患者の適応疾患と優先順位、広域

搬送患者の受け入れ可能人数等を検討させた 29。

厚生労働省の検討を基に、2004 年 6 月の中央防災会議幹事会は、

東海地震発生時の広域医療搬送拠点、派遣する救護班の規模と参集

場所、広域搬送目標患者数、患者搬送先などの計画を、初めて明確

に示した 30。2006 年 4 月、中央防災会議では東海地震応急対策活動

要領が、中央防災会議幹事会では DMAT の参集拠点、広域医療搬

送計画が含まれている具体的な活動内容に係る計画が、いずれも予

知型・突発型に対応する形で、修正、改訂された。

3　�東南海 ・ 南海地震、 首都直下型地震に関する検討と広域医療搬送計

画策定

東海地震の想定と対策に先立って、首都直下型地震については、

1990 年代から既に検討が進められていた。1998 年、「南関東地域

震災応急対策活動要領」、「南関東地域直下の地震対策に関する大

綱」がそれぞれ改訂され、政府レベルでの防災体制強化については

他に先んじて取り組まれていた。そのなかで、後に DMAT 創設の

29 水谷悠「DMAT、元々は広域搬送のためのチーム―大友康裕・東京医科歯科

大学救急災害医学分野教授に聞く Vol.3」『m3.com』2019 年 3 月 2 日、https://
www.m3.com/open/iryoIshin/article/657518/。

30 「防災に関してとった措置の概況：平成 17 年度の防災に関する計画要旨」内

閣府（2005 年）、19 ページ、http://210.149.141.46/kaigirep/hakusho/pdf/
h17hakusho.pdf。
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きっかけとなる「広域医療搬送」については、1998 年 8 月、中央

防災会議での「南関東地域における大規模災害時の広域医療搬送活

動アクションプラン第 1 次申し合わせ」を受け、関係省庁の間で申

し合わせが行われていた。EMIS については、このアクションプラ

ンとも関係しつつ、2000 年 3 月から運用が開始されたが、ヘリコ

プターや固定翼機使用、その拠点整備も含めた広域医療搬送の具体

的方策については、調整が難航した。当時の国土庁が、広域医療搬

送に関する検討会を開いたが、複数の行政機関での調整が必要であ

り、また全国的な取り組みが前提となる案件だったことから、関係

省庁からは「災害急性期に患者搬送用の航空機を搬出することは困

難」との結論が示された 31。すなわち関係機関のあいだでの調整が

進まず、広域医療搬送は検討レベルに留まったまま、暗礁に乗り上

げてしまったのである。

2000 年代に入り、中央防災会議に専門調査会が設けられ、地震

対策について検討が進められていく。「東南海・南海地震に関する

専門調査会」は 2001 年 3 月に、また「首都直下地震対策専門調査

会」は 2003 年 9 月に設置された 32。

広域医療搬送が計画として具体化するきっかけとなったのは、

先に記した 2003 年 8 月の「内閣総理大臣指示事項」の 4 つの検討

項目のなかに、広域医療搬送に関係する項目が 2 つ、含まれたこと

31 大友康裕「DMAT（Disaster Medical Assistance Team�;�災害派遣医療チーム）の

整備と将来展望」『医科器械学』77 巻 3 号（2007 年）、129～130 ページ。
32 2003 年 9 月、「東南海・南海地震に関する専門調査会」は被害想定を公表した。

中央防災会議では同年 12 月に「東南海・南海地震対策大綱」、2006 年 12 月に「東

南海・南海地震応急対策活動要領」を決定している。2007 年 3 月の中央防災会議

幹事会で、「『東南海・南海地震応急対策活動要領』に基づく具体的な活動内容

に係る計画」を決定しており、そこに広域医療搬送計画も含まれている。
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にある。「①厚生労働省は、発災時に迅速に救護班を派遣し、重篤

患者を搬送するための計画を定めること。」、「③関係省庁及び防

衛庁は協議して、医師・患者や消防・警察の部隊を搬送する際の自

衛隊機の利用計画を定めること。自衛隊以外の関係機関の航空機並

びに艦船の活用についても検討すること。」とあり、小泉純一郎首

相（当時）からの指示事項として、「内閣府及び関係省庁は連携し

て、早急に作業を進め、防災担当大臣が中心となり取りまとめて私

に報告をしてほしい 33」とあった。小泉から、「もっと初期対応が

必要な事項については、あらかじめいろいろ決めておいた方がいい

のではないか 34」との指示があったという。これにより、厚生労働

省は具体的な対応を迫られたのである。また先述の「広域緊急医療

WG 会議」で、東海地震にくわえ、南関東大地震を念頭に置いた

広域医療搬送の計画策定の必要性が確認された 35。そこで厚生労働

省は 1998 年策定の広域医療搬送活動アクションプランに基づき、

2003 年になって漸く、具体的な広域医療搬送の計画策定に着手し

た。

先の「内閣総理大臣指示事項」に対する厚生労働省としての回答

は、2004 年 4 月の中央防災会議で行わなければならない。厚生労

働省は、広域医療搬送について、これまでの体制に基づくことを前

提に、検討を急いだ。すなわち今まで整備してきた制度である医療

33 「説明資料 4-2：災害応急対策関係閣僚意見交換会�内閣総理大臣指示事項 　平成

15 年 8 月 29 日」中央防災会議、2003 年 8 月 29 日、http://www.bousai.go.jp/
kaigirep/chuobou/9/pdf/shiryou_4-2.pdf。

34 当時の防災担当大臣による、小泉の発言内容の紹介。「議事録（平成 16 年 4
月 20 日）」中央防災会議、2004 年 4 月 20 日、1 ページ、http://www.bousai.
go.jp/kaigirep/chuobou/10/pdf/040420giji.pdf。

35 大友康裕「DMAT（Disaster Medical Assistance Team�;�災害派遣医療チーム）の

整備と将来展望」前掲論文、129～130 ページ。
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救護班の活用を念頭に、医師、看護師を国立病院、国立大学病院、

日本赤十字病院のみから、広域医療搬送用の医療チームを招集する

ことで検討を進めた。しかし関係機関へ問い合わせたところ、従来

の体制では、広域医療搬送に従事する医師の数が足りないこと、被

災地に医師たちが到着するのに時間がかかりすぎること、といった

問題点が明るみとなった 36。困った厚生労働省は東京都に対して、

2004 年 8 月に発足予定で、自然災害や都市型災害の現場で救命処

置を行う災害医療派遣チーム「東京 DMAT」を、災害時に貸して

くれないか、と打診した。しかし東京都は、その問い合わせに難色

を示した 37。

迎えた 2004 年 4 月の中央防災会議で厚生労働省は、広域医療搬

送対象となる患者数、必要となる医師数の不足を報告した。すると

会議の最後に、改めて小泉から首都直下地震といった南関東直下地

震への対応策として「とりわけ広域緊急医療体制について、災害拠

点病院の協力も得て、速やかに緊急医療チームの派遣体制を構築し

ていただきたい 38」との「指示」があった 39。

そこで厚生労働省は、広域医療搬送を支えるチーム整備の必要

性から、DMAT 整備を 2005 年度から開始することを決めた。従来

の医療救護班を残しつつ、厚生労働省として新たな研修を実施し、

36 「(2) 南関東地域直下の地震に係る内閣総理大臣指示事項について報告�説明資料

2」内閣府『中央防災会議議事次第（平成 16 年 4 月 20 日）』2004 年 4 月 20 日、

http://www.bousai.go.jp/kaigirep/chuobou/10/pdf/shiryou_2.pdf
37 水谷悠「DMAT、元々は広域搬送のためのチーム―大友康裕・東京医科歯科大

学救急災害医学分野教授に聞く Vol.3」前掲資料。
38 「議事録（平成 16 年 4 月 20 日）」前掲資料、8 ページ。
39 内閣府政策統括官（防災担当）『広報ぼうさい』21 号（2004 年）、12 ページ、

http://www.bousai.go.jp/kohou/kouhoubousai/pdf/kouhou021.pdf。「(2) 南関東

地域直下の地震に係る内閣総理大臣指示事項について報告」前掲資料。
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DMAT 隊員を養成、増員することを選択した。「広域医療搬送実

施のため」とはいえ、災害時の救命救急医療に関する講習を修了し

た医療従事者の養成や被災地への速やかな派遣といった、厚生労働

省研究会で災害医療専門家たちが設置を求めていた DMAT の特性

を隊に備えることも含めて、DMAT 創設が認められたのである。

2005 年度の研修開始に向けた準備が進むなか、2004 年 10 月、

新潟県中越地震が起こった。このとき、従来より整備されていた医

療救護班が現地に派遣された。しかし医療ニーズの高い発災後 3 日

間に、現地入りした医療救護班の数が非常に少なかった。各都道府

県への応援要請が発災から 5 日後となり、医療救護班の現地入りが

遅れたためである。また現地の災害拠点病院間の調整が上手くいか

なかった等、災害救急医療体制の課題が浮き彫りとなった 40。災害

医療の知識を身に着け、発災後、即座に現地入りし、医療支援を

行うチームとその体制整備の必要性が改めて認識された。そこで

2004 年 12 月、DMAT 整備のための研修が、補正予算を経て平成

16 年度末から開始されることが決まった。2005 年 3 月、厚生労働

省からの研修委託というかたちで、国立病院機構災害医療センター

で研修事業が開始され、DMAT は誕生したのである 41。

40 伊藤ゆかり「新潟中越地震時の医療を中心とした応急対応の連携」『2004 年 10 月

新潟県中越地震に関する調査研究報告書』（2007 年）、18～19 ページ、https://
www.dri.ne.jp/backnumbers/research/pdf/rep_14.pdf。近藤久禎「DMAT から

の教訓」圀井修『災害時の公衆衛生―私たちにできること』（南山堂、2012
年）、352 ページ。

41 「災害派遣医療チーム（DMAT）について」内閣府防災担当、http://www.bousai.
go.jp/oukyu/pdf/kouiki_dmat.pdf。
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四　検討

1　DMAT 創設をめぐる政策形成過程の特徴

修正ゴミ缶モデルに基づき、厚生労働省の政策形成過程を分析し

た佐藤は、厚生労働省の政策過程は、政治、政局といった権力闘争

の影響を受けることが少ないとし 42、「政治の流れにあまり左右され

ない政策形成の過程というところがある 43」と記す。そして取り上

げた 3 つの事例における「問題の流れ」、「政策案の流れ」、「政

治の流れ」、そして政策起業家についてそれぞれ説明し 44、厚生労

働省の政策過程の特徴を示す。すなわち「知的な政策投入が求めら

れる分野で、そうした政策を作っていくことを期待された省庁とし

ての厚労省は…政策を提起する用意 45」があるとし、扱っている政

策の専門性が高いことから、厚生労働省は各政策を提起する用意と

して、省内にも政策専門家を配置し、省内外で各政策に対応するイ

シュー・ネットワークを持っていると記している 46。

以下、DMAT 創設に至る過程について上記 3 つの流れを確認す

る。DMAT 創設に関係する「問題の流れ」としては、特に東海地

震被害想定がきっかけとなり、東海地震発生時における広域医療搬

送の検討が本格化したとの指摘があることから 47、地震の被害想定

を挙げる。また当時、南関東直下地震への対応も、検討する必要が

42 佐藤満、前掲書、183 ページ。
43 同上、185 ページ。
44 同上、186～191 ページ。
45 同上、193 ページ。
46 同上、193 ページ。
47 近藤久禎「わが国の災害医療体制」太田宗夫（編）『災害医療 :�救急医・救急看

護師・救急救命士のための災害マニュアル』（メディカ出版、2007 年）、85 ペー

ジ。
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あった。被害想定という「社会指標」が提示されたことで、政府内

で地震への対応策が不十分であることの深刻さが注目されたといえ

る。

次に「政策案の流れ」には、DMAT 及び広域医療搬送の整備に

関する案が当てはまる。特に DMAT 創設のきっかけとなった広域

医療搬送に関する案は、阪神・淡路大震災後に旧・厚生省、厚生労

働省内研究会での検討が重ねられ 48、1990 年代にはアクションプラ

ンとして関係機関において申し合わせにまで至ったが、航空機使用

を伴う広域医療搬送計画策定は頓挫していた。しかしながら救急医

療、災害医療を扱う医師という専門家集団、すなわち政策起業家た

ちは、政局とは別に、DMAT 及び広域医療搬送に関する案を 49、厚

生労働省内の別々の研究会で、複数年に渡って検討していたのであ

る。本事例でも、政策起業家たちの活動と、専門性の高い政策案を

提起するだけの準備が、主にこの事案を扱っていた厚労省内にあっ

たことを観察できる。

「政治の流れ」については、DMAT は法律として、その設置が

定められたものではないことから、予算審議上、言及された箇所は

あったが、議会や政党内部での審議対象として、多くの時間は割か

れてはいない。また DMAT 創設の検討段階において日本医師会か

らの反発はあったものの、族議員による活発な抵抗活動があるとい

48 山本保博「阪神・淡路大震災を契機とした災害医療体制のあり方に関する研究会

報告書」『平成 7 年度厚生科学研究費補助金報告書』（1996 年）。
49 広域医療搬送については、山本による前掲報告書以外にも、小濱啓次、小井戸雄

一がそれぞれ座長を務める厚生省、厚生労働省内研究会が設置され、ドクターヘ

リ整備も含め、検討されていた。小濱啓次「災害時における広域搬送のシステム

作りに関する研究」『平成 11 年度厚生科学研究費補助金』（2000 年）。小井土雄

一「Mass Gathering における集団災害医療対応の一環としての医療搬送用ヘリコ

プター配置に関する研究」『平成14年度厚生労働科学研究費補助金』（2003年）。
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った政局は見えない。DMAT 創設について、政策起業家の活動は

確認できたが、族議員や日本医師会といった利益団体による創設推

進の動きは無く、イシュー・ネットワークの存在を確認できなかっ

た。この事例は、族議員の活動や、省庁と利益団体との連携から政

策が生み出されるといったケースとは異なることが分かる。

日本医師会、DMAT を所管する厚生労働省ですら、DMAT 検討

当初、その創設には後ろ向きであった。ここに専門家から必要性が

主張され、厚生労働省レベルで研究会が複数、設置されていたに

もかかわらず、DMAT 創設に時間を要した要因があると推察でき

る。その背景には、地域に密着した地域医師会と関係の深い地域

の救護班（災害拠点病院内の医療救護班も含む）の存在がある。

1996 年当時の厚生省監修による文書をみると、応急用医療資機材

貸し出し要件も含めた災害拠点病院の災害時の対応に関して、地域

レベルでは地域の医師会等の医療関係団体、基幹災害拠点病院では

都道府県の医師会等の医療関係団体の意見を聞いておくことが望ま

しい、と記されている 50。また当時の「中小規模病院用病院防災マ

ニュアル・サンプル集」では、地域の救護班は災害救助法に従っ

て、市区町村長から知事を経由して医師会に救護班の派遣要請があ

った場合、医師会長の命令によって救護班を派遣することになって

いる 51。さらに 2001 年に提出され、救急医療専門家が中心となった

厚生労働省研究会『災害医療体制のあり方に関する検討会報告書』

では、「都道府県知事が派遣する救護班や日本赤十字社の救護班

50 厚生省健康政策局指導課（監修）『21 世紀の災害医療体制―災害にそなえる医

療のあり方』（へるす出版、1996 年）49 ページ。
51 同上、70 ページ。
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活動との関係整理 52」が必要と記されている。現在、日本医師会は

JMAT を運営しているが、DMAT 創設前は、全国の地域の医師会は

じめ日本医師会は、厚生労働省（及び旧・厚生省）との連携の下、

EMIS、災害拠点病院の整備と併せて、地域の救護班の整備にも携

わっていた。災害医療について既に制度整備も進められていたこと

から、日本医師会も厚生労働省も、DMAT といった新たな制度創

設とそれに伴う調整作業を行うことに、前向きになれなかったので

ある。

では、「政治の流れ」として DMAT 創設を決定付けたのは何か。

ここでは 1990 年代後半、当時の政権下では政策として実現しなか

った広域医療搬送計画が、その後の小泉政権下では DMAT 整備、

広域医療搬送計画策定が実現したことに注目する。首相の指示の

下、その実現に向けて、省庁間、中央政府、地方政府のあいだで調

整が行われている。つまり、広域医療搬送計画実現を首相が指示し

たことが DMAT 創設にとって重要であったことから、「首相の交

代」を政治の流れとして捉えたい。

なぜ小泉は、広域医療搬送の体制整備を重要と捉えたのか。小

泉は、中央防災会議において「東海地震、いつ起こっていてもおか

しくない状態にあり、南関東地域も地震の活動期に入っていると言

われて 53」いるとの発言に続けて、「南関東直下地震への対応策と

して」「とりわけ広域緊急医療体制について、災害拠点病院の協力

も得て、速やかに緊急医療チームの派遣体制を構築していただきた

52 災害医療体制のあり方に関する検討会�『災害医療体制のあり方に関する検討会報

告書』前掲書、7 ページ。
53 「議事録（平成 16 年 4 月 20 日）」前掲資料、7 ページ。
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い 54」と述べている。中央防災会議やその専門委員会から提示され

た、東海地震、東南海・南海地震、首都直下型地震についての被害

予測といった「社会指標の悪化（問題の流れ）」が、広域医療搬送

計画整備推進に繋がっていると考えられることから、政策運営上、

小泉はその体制整備の必要性を認識したと推察できる。自然災害頻

発の危機により、被害想定といった社会指標の悪化と、それへの対

応策として政策起業家たちが蓄積していた広域医療搬送体制に関す

る政策案、重要人物である首相が交代したこと、以上 3 つが揃い、

DMAT 創設へと結びついた。

2　中央省庁再編とその効果

ここでは先の 3 つの流れが合流し、政策決定に至る過程におい

て、どのような制度の下で決定へと導かれたのかについて検討す

る。政治家によって選択された政策案とはいえ、反対する政治家、

官僚、組織が多ければ、実現には至らない。首相の指示を、具体的

な政策案へと転換することを補佐した制度を取り上げ、先の 3 つの

流れの合流から、政策実現へと至った背景の一端を紹介する。

当初、厚生労働省内ですら DMAT 創設に消極的であったが、先

述の「政策案の流れ」で指摘したように、政策起業家たちは厚生労

働省内の研究会レベルで専門知識、政策案の蓄積を行っていた。し

かし本事例では、彼らが、政治家や官僚に自らの案を採用するよ

う、積極的に働きかけた様子は観察できなかった。政策案の蓄積

が、現実の政策に転換した要因とは、統治機構改革の効果が発揮さ

れたことにある。DMAT 創設のきっかけとなった広域医療搬送に

関する過程を追うと、2003 年 8 月の「災害応急対策関係閣僚意見

54 同上、8 ページ。
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交換会」での「南関東直下型地震に関する内閣総理大臣指示事項」

に広域緊急医療に関する項目が入ったことが重要であったことが分

かる。これをきっかけに、内閣府と共に関係省庁が WG を設置し、

翌年 4 月の中央防災会議での報告に向け、厚生労働省でも広域医療

搬送計画の検討が本格化している。

全国的な広域医療搬送計画の整備は、1990 年代、各省庁の抵抗

にあい、断念した経過がある。担当していた国土庁は、総合調整役

を期待されて設けられた庁だったが、個別の事業官庁が強いなか、

一般的にどの事案においても、省庁間の調整役を果たすことは難

しかったといわれる 55。2001 年に首相に就任し、いわゆる「強い首

相」の一人として数えられる小泉であるが、この小泉政権の下で

DMAT は創設された。小泉は経済対策、そして都市整備の一環と

して、首都圏の防災対策を実施し 56、首都中枢機能の継続性確保と

の意向を ｢ 首都直下地震対策大綱 ｣ でも述べている。また当時、首

相が会長を務める中央防災会議で「ある程度の切迫性がある」とし

て南関東地震と東海地震の調査、対策を検討するなど、防災政策に

力を入れていたと評されることもある 57。しかし小泉政権時の防災

担当大臣はいずれも、他の特命事項との兼任ポストであり、重要な

ポストといった位置づけではない。そもそも小泉自身が DMAT は

もちろん、災害医療を含む防災行政に強い関心を持っていたかどう

55 藤井直樹「省庁間の調整システム―橋本行革における提案と中央省庁再編後の

実態について」『公共政策研究』6 巻（2006 年）、58 ページ。吉井一弥「日本の

防災行政の課題―防災局長の反省」『京都大学防災研究所年報』第 45 号 A（2002
年）、152 ページ。

56 「緊急経済対策（平成 13 年 4 月 6 日）」経済対策閣僚会議、2001 年 4 月 6 日、

https://www.kantei.go.jp/jp/kakugikettei/2001/0406kinkyukeizai.html。
57 「地震列島、ここが心配 　糸魚川―静岡構造線断層帯、宮城県沖地震」『朝日新

聞』2001 年 5 月 16 日（朝刊）、28 面。
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かは、明らかではない。

しかし当時、省庁再編を経て、国土庁防災局は内閣府に組み込ま

れた。内閣府は、首相が主導する政策の企画立案を補佐し、調整を

担う機関として創設された。更に、省庁横断的な政策を扱う重要政

策会議との位置づけで、経済財政諮問会議同様、内閣府に中央防災

会議も設置された。事実、中央防災会議に向けて、内閣府の設置し

た WG といった省庁間での調整が行われる場が設けられたうえで、

広域医療搬送計画整備について議論され、それに付随して DMAT

設置も促された。省庁再編前には省庁間調整が困難を極め、断念し

た案であっても、日本医師会といった利益団体や厚生労働省といっ

た管轄官庁にとって実現を強く望む政策でなくても、「問題の流

れ」を受けて首相が政策上必要と判断し、首相の指示さえあれば、

統治機構改革を経た内閣府や重要政策会議を通じて企画・調整さ

れ、政策実現へと結びつけることが出来るようになったのである。

五　おわりに

本稿では DMAT 創設を通じて、修正ゴミ缶モデルをベースに、

問題、政策案、政治の流れが接合し、政策決定が行われる様相を

記した。一連の検討から、社会指標の悪化、政策起業家による

DMAT、広域医療搬送に関する政策アイディアの蓄積、そして首相

交代が偶発的に結合し、DMAT 創設に至った様相を観察できるの

である。また、災害医療の専門家である医師たちが、政策アイディ

アを蓄積し、その必要性を訴えるものの、政策の実現へと至らない

なか、首相の指示と、それを支える制度を通じて、現実の政策に至

ったことも記した。統治機構改革を経て、首相の指示の対象となっ

た政策を調整する機能を持った内閣府、中央防災会議が、首相の決
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定を支えたのである。

一方、地方自治体が個別に保有する自治体 DMAT 第 1 号であり、

2004 年 8 月に国に先んじて整備された「東京 DMAT」をめぐる動

きについて、本稿では取り上げることが出来なかった。その創設過

程への検討は、地方自治体レベルの政策が国の制度に与えた影響へ

の検討にもつながっていく。事実、厚生労働省内で DMAT 創設の

議論が進まないなか、DMAT 研究を担っていた辺見と大友は「作

戦として『国がやらないのならば、東京都にお願いしよう』という

ことに 58」したという。彼らと旧知の仲であった東京都福祉保健局

救急災害担当者に、東京での DMAT 創設を働きかけ、石原慎太郎

都知事（当時）が東京 DMAT 構想に興味を示し、急遽、平成 16 年

度の東京都重点事業になったという 59。

また災害医療体制の整備普及の過程の全体像を明らかにするに

は、その体制を支える柱である災害拠点病院、広域医療搬送計画、

EMIS といった、DMAT 以外の各制度の整備過程も検討する必要が

ある。日本の災害医療・救護活動上、最も歴史のある日本赤十字社

も含めて民間組織、地域医師会の活動も含めた災害医療体制の展開

を確認することも重要である。一連の検討は、地域レベルの災害医

療体制の検討に繋がっていくだろう。

（寄稿：2020 年 7 月 16 日、再審：2020 年 10 月 31 日、採用：2020 年 12 月 29 日）

58 水谷悠「『東京 DMAT』創設、石原元都知事が突破口―大友康裕・東京医科歯

科大学救急災害医学分野教授に聞く Vol.1」前掲資料。
59 辺見弘「日本における災害拠点病院と災害時派遣医療チーム（DMAT）のあり方

に関わる研究報告書」前掲書、1 ページ。水谷悠「『東京 DMAT』創設、石原元

都知事が突破口―大友康裕・東京医科歯科大学救急災害医学分野教授に聞く

Vol.1」前掲資料。
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完善緊急時期災害醫療體制的政策過程： 
以創立 DMAT 為例

玉井亮子

（京都府立大學公共政策學部副教授）

【摘要】

本文將以「災害派遣醫療團隊（D A M T,  D i s a s t e r  M e d i c a l 

Assistance Team)，以下簡稱「DMAT」）中的「日本 DMAT」為

事例，檢討現代日本的災害醫療體制是否完善。首先，本文將先梳

理 DMAT 整體制度。其次，追溯 DMAT 的創立過程。探討為何創立

DMAT 需要時間上的醞釀，以及能夠成功創立 DMAT 的因素。在這

一連串的檢討中，本文將採用垃圾桶決策模式修正理論，嘗試分析

DMAT 創設的過程。並特別聚焦在專家團體的活動，與統治機構改

革的成效。本文認為，早在政治家開始關心 DMAT 相關案例之前，

DMAT、大範圍醫療運送相關政策方案，已在厚生勞動省內部研究會

中經過充分議論。議論過程呈現專家團體對於政策想法的累積，以及

如何將想法落實成為實際政策的樣貌。此外，也藉此反映當初以強化

首相輔佐體制為目的之制度改革，確實發揮其效果。DMAT 的事例

顯現的是，過去即使有因高難度的跨部會協調而無法實現的案例，只

要首相做出必須推動的決斷，再透過統治機構改革形成制度並加以運

作後，就可望落實成為政策的過程。
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關鍵字： DMAT、大範圍醫療運送、災害醫療體制、垃圾桶決策模式

修正理論、統治機構改革
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An Analysis of Policy Process Focused on 
the Japanese Disaster Medical System in the 
Acute Phase: A Case Study of Establishing 

the “Japan DMAT”

Ryoko Tamai
Associate Professor, KYOTO Prefectural University

【Abstract】

In this paper, we aim to examine the Japanese disaster medical 
system by using the case study of the establishment of the “Japanese 
DMAT (Disaster Medical Assistance Team).” We will first outline the 
institutional aspects of the DMAT. Next, it describes the process in 
which the DMAT was founded. The paper illustrates the exploration 
of what contextual factors influenced the delay in and what led to 
establishment of the DMAT. In a series of analyses, we attempt to 
analyze the process of the DMAT creation using the policy window 
model.  Further, we also attempt to analyze the activities of the expert 
group and the certain effects of the institutional and governance 
reform. It revealed that, before politicians were interested in DMAT 
cases ,  pol icy proposals  such as  DMAT and wide-area  medical 
transportation had been separately discussed in a study group within 
the Ministry of Health, Labor and Welfare research group. As a result, 
this fact shows that the expert group had already accumulated policy 
ideas and how those policy ideas were linked to actual policies. From 
this case, it also indicates the results of strengthening the support 
system for the prime minister. It depicts how even though it had been 
difficult to coordinate policies between the government ministries, 
cer ta in  pol ic ies  are  s t i l l  c reated through the  ins t i tu t ional  and 
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governance reform when the Prime Minister determines that certain 
policies are necessary for policy management.

Keywords:  DMAT, Wide-Area Medical  Transportation,  Disaster 
Medical System, Policy Window Model, Institutional and 
Governance Reform
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